
 

財務諸表に対する注記 
 

 

１ 重要な会計方針 

 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券は、償却原価法（定額法）によっている。 

 

 (2)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっている。 

 

(3)固定資産の減価償却の方法 

什器備品の償却方法は、定額法によっている。 

   ソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づき定額法によっている。 

 

 (4)引当金の計上基準 

  ・賞与引当金 

    職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。 

  ・退職給付引当金 

    職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生

していると認められる額を計上している。 

 

 (5)リース取引の処理方法 

  ・リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引 

    引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。 

 

 (6)キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価格変動について僅少なリスクしか負わない取得

日から 3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。 

 

 (7)税効果会計の適用について 

   税引前の当期一般正味財産増減額と法人税等の金額を合理的に期間対応させ、より適正な当期

正味財産増減額を計上することを目的として税効果会計を適用している。 

 

(8)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 



 

２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 
(単位：円) 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

定期預金 

投資有価証券 

2,958,000

497,042,000

0

167,000

 

167,000 

0 

2,791,000

497,209,000

小  計 500,000,000 167,000 167,000 500,000,000

特定資産  

退職給付引当資産 

新宿歴史文化まつり積立資産 

林芙美子記念事業積立資産 

新宿ｼﾃｨﾊｰﾌﾏﾗｿﾝ積立資産 

子どもフェスタ積立資産 

固定資産取得積立資産 

40,000,000

0

0

0

0

0

0

10,126,000

10,000,000

10,000,000

10,000,000

60,000,000

1,261,797 

0 

0 

0 

0 

0 

38,738,203

10,126,000

10,000,000

10,000,000

10,000,000

60,000,000

小  計 40,000,000 100,126,000 1,261,797 138,864,203

合  計 540,000,000 100,293,000 1,428,797 638,864,203

 

 

３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 
(単位：円) 

科  目 当期末残高 
(うち指定正味財

産からの充当額)

(うち一般正味財

産からの充当額) 

(うち負債に対

応する額) 

基本財産 

定期預金 

投資有価証券 

2,791,000

497,209,000

(2,791,000) 

(497,209,000)

 

－ 

－ 

  

－ 

－ 

小  計 500,000,000 (500,000,000) － － 

特定資産  

退職給付引当資産 

新宿歴史文化まつり積立資産 

林芙美子記念事業積立資産 

新宿ｼﾃｨﾊｰﾌﾏﾗｿﾝ積立資産 

子どもフェスタ積立資産 

固定資産取得積立資産 

38,738,203

10,126,000

10,000,000

10,000,000

10,000,000

60,000,000

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

(10,126,000) 

(10,000,000) 

(10,000,000) 

(10,000,000) 

(60,000,000) 

(38,738,203)

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

小  計 138,864,203 － (100,126,000) (38,738,203)

合  計 638,864,203 (500,000,000) (100,126,000) (38,738,203)

 

 

４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 
(単位：円) 

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

車両運搬具  2,012,050  1,841,025      171,025 

什器備品 64,704,599 24,133,984   40,570,615 

ソフトウェア 66,260,650 16,639,358   49,621,292 

合計 132,977,299 42,614,367   90,362,932 

 

 

 

 

 



 

５ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 
                                      (単位：円) 

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益 

利付国庫債券 20 年 114 回 

国際復興開発銀行債 

ﾊｲﾊﾟｰﾘﾊﾞｰｽﾃﾞｭｱﾙｶﾚﾝｼｰ債 

為替リンク債 

利付国庫債券 10 年 313 回 

利付国庫債券 20 年 125 回 

497,209,000 

 

100,000,000 

100,000,000 

199,998,000 

302,380,209 

533,350,000 

 

 81,160,000 

 70,780,000 

207,400,000 

312,591,000 

  36,141,000 

 

△18,840,000 

△29,220,000 

   7,402,000 

  10,210,791 

合 計 1,199,587,209 1,205,281,000 5,693,791 

 

 

６ 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 
(単位：円) 

補助金等の名称 交付者 
前期末

残高 
当期増加額 当期減少額 

当期末 

残高 

貸借対照表上

の記載区分

補助金 
新宿区補助金 

 

新宿区 - 395,743,666 395,743,666

 

- ― 

合 計 - 395,743,666 395,743,666 - 

 

 

７ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。  
                             （単位：円） 

      内   容    金  額 

経常収益への振替額 

基本財産受取利息計上による振替額

 

10,687,825 

合  計 10,687,825 

 

 

８ キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のと

おりである。 
                                                                     (単位：円) 

前期末 当期末 

現金預金勘定 1,193,986,400 現金預金勘定 485,639,097

預入期間が 3 ヶ月を超え

る定期預金 
△57,292,000

預入期間が 3 ヶ月を超

える定期預金 
△28,594,797

現金及び現金同等物 1,136,694,400 現金及び現金同等物 457,044,300

(2) 重要な非資金取引は、以下のとおりである。 

前期末 当期末 

統合により受入れた固定資産が23,496,349円

ある。 
― 

 

 

 

 

 

 



 

９ 退職給付関係 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

確定給付型の制度として退職一時金制度及び確定拠出型年金制度を設けている。 

(2) 退職給付債務及びその内訳                    （単位:円） 

①退職給付債務 △38,738,203

②会計基準変更時差異の未処理額 0

③退職給付引当金（①＋②） △38,738,203

(3) 退職給付費用に関する事項                       （単位:円） 

①勤務費用 4,364,909

②会計基準変更時差異の費用処理額 0

③その他（注１） 4,108,000

④退職給付費用（①＋②＋③） 8,472,909

（注１）確定拠出型年金制度への掛金拠出額である。 

(4) 退職給付債務の計算の基礎に関する事項 

退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎

として計算している。 

 

 

１０ 税効果会計関係 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
（単位:円） 

未払事業税否認 480,731

賞与引当金 27,211

未払法定福利費 3,291

繰延税金資産（流動資産） 511,233

退職給付引当金損金算入限度超過額 3,682

繰延税金資産（固定資産） 3,682

繰延税金資産合計 514,915

 

(2) 法人税法上の非収益事業と収益事業の区分（単位:円） 

項目 非収益事業 収益事業 合計 

税引前当期一般正味財産増減額（A) 147,988,972 19,049,271 167,038,243

寄附金損金算入限度額（B) - 18,753,025 18,753,025

小計（C)=(A)+(B) 147,988,972 37,802,296 185,791,268

法人税・住民税及び事業税（D) - 5,837,600 5,837,600

法人税等調整額（E） - △245,436 △245,436

当期一般正味財産増減額

（A)-(D)-(E) 
147,988,972 13,457,107 161,446,079

 

(3) 法人税法上の収益事業に係る法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の 100 分

の５以下であるため、記載を省略している。 



 

附属明細書 
 

１．基本財産及び特定資産の明細 

 基本財産及び特定資産の明細については、財務諸表に対する注記２．基本財産及び特定資産

の増減額及びその残高に記載している。 

 

２．引当金の明細                              

(単位:円)  

科目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

賞与引当金 

退職給付引当金 

24,824,552 

40,603,294 

30,365,261

4,364,909

24,824,552

0

0 

6,230,000 

30,365,261

38,738,203

（注）退職給付引当金の当期減少額の「その他」は、過大額について取り崩したものである。 


